
令和７年度補正予算 重点支援地方交付金の活用状況について
徳島県 徳島市

交付限度額 ２１億８９７５万円

うち令和７年度 交付決定額 １８億６９７５万円（８５％）

うち令和８年度 交付決定額 ー

残額 ３億２０００万円（１５％）

■実施状況

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度を記載（詳細は別途実施計画をご覧ください）

事業者支援

◆物価高騰対応定額給付金事業 事業費：１６億８０００万円 ※食料品特別加算を活用
全市民を対象とした給付（１人あたり５千円）を行うことで広く家計負担の軽減を図る。物価高騰の影響をより深刻に受け

ている高齢者世帯に対しては、追加の給付（１人あたり５千円）を行うことで、生活の維持・安定を図る。

◆指定管理者光熱費高騰対策支援事業 事業費：１２６３万円
エネルギー価格高騰による利用者への価格転嫁を防ぐため、指定管理施設の燃料費の価格上昇分の一部を支援する。

◆教育・保育施設等物価高騰対策支援事業 事業費：２４６０万円
エネルギー・食料品価格等の物価高騰により、運営が圧迫される教育・保育施設等に対して、食料や光熱水費の高騰分を補

助することにより、施設の安定的運営を支援する。（４６００円/園児）

◆医療機関物価高騰対策支援給付金事業 事業費：１億１７２３万円
物価高騰の影響を受け、直近の決算で赤字だった医療機関に対し助成を行うことにより、地域に必要な医療体制を確保する。

（医療機関（病院・診療所・歯科）上限５０万円/医療機関）

◆社会福祉施設等物価高騰対策支援給付金事業 事業費：１億７９９９万円
エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた社会福祉施設に対し助成を行うことにより、地域に必要な福祉体制を

確保する。（介護保険サービス事業所・施設等計１億１４６３万円、障害者施設計４９３３万円、救護施設計２５万円）

生活者支援

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定

＜令和８年３月時点＞


